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資　料

保育所 に お け る特別 な配 慮を要 する子どもに対する支援 の 実態 と課題

　　　　　　　　　一障害の診断の 有無 による支援の 比較一
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　保育所における特別な配慮 を要する子 どもの在籍状況 と支援の 実態 に関す る質問紙

調査 を実施 した 。 そ して 、 障害の ある子 どもと、診断の ない 「気 になる子 ど も」の 在

籍や 支援 に差 が見 られ るか どうか 検討 した 。 気に なる子 ど もは 9 割以 上 の 保育所に

1 名以 上在籍 し、 障害児 は公立 の 779 ％ に、私立 の 48．4％ に 1 名以上在 籍 して い た 。

全在籍児 に 占め る人数の 割合は、気に なる子 ど もは 4．6％、障害児は 1．4％で あ っ た 。

特別な配慮を要す る子 どもへ の 支援 と して 、 巡 回相談、研 修、専門機 関と の 連携が多

くの 保育所 で 実施 されて い た が 、回数的 には十分 とは言 えな い 状況で あ っ た 。 ま た、

保育者が比較的早 い 時期か ら気に な る子 どもを把握 して い るに も関わ らず 、 気 になる

子 どもへ の 支援は 、 障害児 へ の 支援 に比 較する と十分 とは言 えな い 状況 が 明 らか と

な っ た 。 今後、保育所 にお い て 、 気 になる子 ど もも含め た支援を充実 させ、厂気 に な

る」とい う段階か らの 支援 を行う必要性を指摘 した。

キ
ー ・ワ ー ド ：保育所　障害児　気にな る子 ども　質問紙調査

1．問題 と目的

　近年、保育現場 に お い て、障害の ある子 ど も

や、「対人的 トラ ブ ル 」「落ち着きの な さ」 「状

況へ の 順応性の 低さ」「ル ール 違反」な どの 特

徴を示す い わゆ る 「気に な る 」子 ど も （本郷 ・

澤江 ・鈴木 ・小泉 ・飯島， 2003）など の 、保育

を行 う上 で 特別 な配慮 を要す る 子 ど もの 保育 や

支援が課題 とな っ て い る 。

　保育現場 にお ける特別 な配慮を要す る子 ど も

の 在籍状況につ い て 調査 した研究に よ る と 、 地

域 、 設置主体 （公立、私立 ）、施設 （保育所 ・幼

稚園）に よ っ て も差 はある が 、 概 ね 70〜 90％

前後 の 保育所や 幼稚園に特別な配慮 を要す る子

ど もが在籍 して い る こ とが示 されて い る （平澤
・

　
’
筑波大 学大 学 院 人 間総合科学研 究科

耕

筑波大学 人 聞系

＊ 纏

独立行政法 人 国立特 別 支援教育総合研究所

藤 原 ・山 根 ， 2005；佐 久 間 ・田 部 ・高 橋 ，

2011；鶴巻 ・朴 ・原 野
・佐藤，2009 ；笹森 ・後上 ・

久保山 ・小林 ・廣瀬 ・澤田 ・藤井，2010；山本 ・

神田 ， 2007）。 また、保育所 や 幼稚 園に在籍す

る全幼児に 占め る特別な配慮 を要する子 ど もの

在籍率は、概 ね 2〜 7％前後で ある こ とが 報告

されて い る （荒井 ・前田
・張 ・井上 ・荒木 ・竹内，

2012；平澤 ら ， 2005；金 ・園山，2008 ；佐久間ら，

2011）。

　園山 ・由岐中 （2000）は、道府 県庁所在市の

行政担 当職員 を対象に 、 保育所にお ける特 別な

配慮 を要す る子 ど もへ の 支援の 実態 を調査 し、

巡回相談や研修が 多 くの 市で 実施 され て い るが

回数が 十分で は な い こ とを明 らか に した 。 そ し

て 、今後の 制度充実 の 必要性 を指摘 して い る 。

また 、 荒井 ら （2012）は 、 就学前施設 と専門機

関が 連携 ・協働 して子 ど もをみ て い く体制の 整

備 ・推進 の 必要性 と、 人的配置等の 条件整備 の
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必要性 を指摘 して い る 。

　 と こ ろ で 、 「特 別な配慮 を要 する 子ども」に

つ い て は統一
され た定義が な く、 各調査 にお い

て 、「気 に なる子 」、「障 害児」、「発 達障害児」

など の 用語 で調査 され て い る。そ の た め 、 調査

に よっ て結果 にば らつ きが ある 。 こ の こ とか ら

各調査の 結果の 解釈や 、 各調査結果 を比較する

こ とに は慎 重に ならざるを得 ない 。 また 、障害

の 診断 （認定）の 有無に よ っ て 、 子 ど もへ の 支

援 に関す る制度の 利用 （例 えば専 門機関 との 連

携、巡回相談の 利用、加配等 の 人員配置 な ど）

の 可不可が 異 なる場合 がある （荒井 ら，2012 ；

山 本 ・神 田，2007）。 こ の こ とを考慮す る と 、

特別 な配慮 を要する子どもへ の 支援 を検討す る

上 で 、 少な くとも、障害の 診断や 認定されて い

る子 どもとそ うで ない 子 ど もに つ い て、分けて

調 査 す る 必 要 が あ る と思 わ れ る （平澤 ら，

2005）。 これ まで 、 特別 な配慮を要する子 ど も

の 在籍状況や 、 特別な 配慮を要す る子 ど もへ の

支援の 実態に 関 して、子 ど もの 障害の 診 断の有

無 を分 けて 、子 どもへ の 支援の 実態の 違 い を検

討 した もの はほ とん ど見 られ ない 。

　そ こ で 、本研 究で は 、 保育所にお ける特別 な

配慮を要する子 どもの 支援 に関す る基礎資料 を

得るため に 、 特別な配 慮を要する子 ど もの 在籍

状況 と支援 の 実態に つ い て 調査す る 。 具体的に

は、まず 、 特別な配慮を要す る子 どもの 在籍状

況 につ い て、診断や認定されて い る子 どもとそ

うで ない 子 ど もの 在籍状況 を分 けて調査す る 。

そ し て 、 特別な配慮 を要する子 ど も全体 へ の 支

援の 実態を調査す る 。 さ らに 、 障害の 有無に よ

り支援の 実態に違 い が 見 られ る か ど うか 調査す

る 。 それ らの 結果 を もとに 、 今後保育所にお い

て 求め られ る特別 な配慮 を要す る子 どもへ の 支

援の 課題 を検討する 。

皿．方法

　 1 ．調査対象と回収率

　A 県 下 44市町村 の うち協力 の 得 られた 35市

町村 の 全 て の 保育所計 421箇所 （2011年 2 月 1

日現在）を対象 と した 。 A 県 は政令指定都市や

中核 市 を持 た な い 県 で あ る。 また 、 内閣府

（2012）に よ る と 、 A 県 にお ける 2010年度 の 子

ども 1000人に 対す る保育所の 数は約 3．1 （全国

平均 3．4）、合 計特殊 出生 率が 1．44 （全 国平 均

1．39）、 年少人口 （0 〜 14歳）の 割合が 13．5 （全

国平均 13．2）で ある。以 上 の こ とか ら、保育所

の 調査 を行う上 で 、 A 県は全 国的に見て概 ね平

均的な地域 と考え られ る 。

　特別な配慮を要する子 ど もへ の 専 門的支援 に

関 し て は 、 A 県 にお い て は早期療育に つ い て先

進 的な取 り組 み を行 っ て きた 中核的施設 が な

く、 A 県 は保健所や 児童相談所を中心 に県に よ

る標準的な施策展開が な され て きた 地域 の 1 つ

とされ て い る （山根 ・山本 ・加藤 ・金野 ， 2001）。

平成 22 年 3 月現在 、 A 県内に 通園で きる療育施

設 また は児童 デ イサ ービス 事業所が ある自治体

は約 6 割、特 に公的に療育施設が設置され て い

る 自治体は約 3 割で あ り、 地域資源が 十分で は

な い と言 える 。 民間の デ イサ ービス事業所は増

えて い る もの の 人口密集部が 多 く、地域 間格差

が大 きい 。 以上の こ とか ら 、 特 別な配慮 を要す

る子 どもへ の 支援 に関 して 、 各地域の保育施設

が その 中心的な役割を果 た して い る可能性があ

る と思 わ れ る 。

　調査 の 回答者は 、 担任が 子 ど もの 特徴や 実際

の 支援 の 様相 をよ く把握 して い る と考 え られた

た め、原則 「園全体の 状況 を把握 して い る クラ

ス 担任 1名」 とした。計 131園か ら回答が あ っ

た （回収率3Ll％ ）。 内訳 は 、 公 立保育所 69箇

所 （回収率41．6％ ）、私立 （認可）保育園 62箇所

（回収率 24．3％）で あ っ た 。

　 2 ．調査方法お よび調査期間

　質問紙法に よる調査 を実施 した 。 質問紙 の 送

付 は 、 A 県発達障害者支援セ ン タ ーか らA 県保

健福祉部障害福祉課へ 依頼 した 。 障害福祉課 を

通 して、A 県保健福祉 部子 ども家庭課か ら公立

及び私立 の 保育所へ 送付 された 。 各保育所か ら

の 質問紙の 回答は 、 A 県発達 障害 者支 援 セ ン

タ ーが FAX に て 回収 した。調査期間 は 2011年

2 月 1 日か ら 3 月 18日まで であ っ た 。
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保 育所 にお け る特別 な配 慮 を要 す る子 ど も に対 す る支 援 の 実 態 と課 題

　 3．調査内容

　回答形式は、調査の 内容に応 じて 、選択形式

と自由記述形式を組み 合わせ て設定 した。

　 （1）回答者及び施設の 基本情報 ：回答者 の プ

ロ フ ィ ール 、 市町村、運営主体、園児数を調査

した 。

　（2）特別な配慮 を要する 子 ど もの 在籍状況 ：

特別な配慮 を要する子 どもの 数 につ い て調査 し

た 。 障害の 診断の 有無を区別するため に、「気

にな る子」 「障害児」 と い う用語 を用 い て 別 々

に回 答を求め た 。 用語 の 定義に 関 して は 、 「気

になる子」 に つ い て は 、 本郷 ら （2003）に倣 い 、

「調査 の 時点 で は何 らかの 障害があ る とは 認定

（診断）され て い な い が、保育者 に と っ て 保育

が難 しい と考えられて い る子 ども」 とし、平澤

ら （2005）を参考に、気に なる子 どもの 行動の

例 を示 した 。

一方 「障害児」 に つ い て は、「調

査の 時点で 何 らか の 障害がある と認 定 （診断）

されて い る子 ども」 と した 。 障害種は、知的障

害 と発達障害 に 限定し、身体障害等 は除外 した 。

　 （3）特 別 な配慮 を要す る子 どもの 支援 の実

態 ：特別な配慮 を要する子 ど もに対す る現在 の

支援の 実施状況 に つ い て調査 した 。 調査項 目は、

先行研究 （金 ・園山 ， 2008 ；笹森 ら ， 2010；園 山 ・

由岐中 ， 2000；山本 ・神田 ， 2007）を基 に作成 し、

支援会議、 研修、巡回相談 、 他機関 との 連携 に

つ い て 、回数及び頻度などを調査 した 。

　（4）気に なる子 どもと障害児 へ の 支援の 実施

状況 ：気 に な る子 どもと障害児が どち ら も在籍

す る保育所 に対 しては、気に なる 子 ど もと障害

児の 支援の 実態を比 較するため、同
一

の 質問項

目を 10項 目設定し、各項 目に つ い て 4件法 （「1

全 くお こ な っ て い ない 」〜 「4 十分お こな っ て

い る」）で 回答を求めた 。

　 4 ．倫理的配慮

　情報 の 保護に関 して 、 デ
ータ の 取 り扱 い や 撤

回 な ど に 関 する説明書 を質 問紙 と併せ て 送付

し、質問紙へ の 回答を もっ て 同意 とす る旨を明

記 した 。 なお 、 本調査 は、B 大学大学院人間総

合科学研究科研究倫理委員会 の 承認 を得て 実施

され た 。

　 5．分析

　単純集計を基本 とした 。 気 になる子 どもと障

害児へ の 支援の 比較に つ い て は、4件法の 回 答

を、 回答番号 に合 わせ て それぞれ 1 点〜 4 点と

得点化 し、対応 の ある ’検定 を行 っ た 。 統計解

析は、PASW 　Statistics　18を使用 した 。 自由記述

形式で 回答を求め た内容に つ い て は、回収後 に

回答 を コ ー ド化 し集計した 。 回答漏れの 項目が

あ っ た場合 には該当する質問項 目の データ集計

の 分析か ら除外 した ため 、 質問項 目に よ っ て 有

効回答数が 異なる 。

皿．結果

　 1 ．回答者

　回答者 は全 て女 性で あ り、 ク ラ ス 担任 が 88

名 、 担任 以外が 19名、そ の 他が 24名 （主任 や

フ リ
ー保育士が主）で あ っ た 。 回答者 の 年齢は

20歳代が 14名、30歳代が 17名 、 40歳代が 34名、

50歳代 が 56名、60歳 代が 8 名、不 明が 2 名で

あ っ た 。 保 育経 験 年 数 は、1〜 10年 が 23名、

11〜20年 が 28名、21〜 30年 が 32名 、 31〜40

年が 41 名 、 不 明が 7 名で あ っ た 。 障害児 の 担

任経験 の 有無 は 、 経験 あ りが 90名、経験な し

が 34名 、 不明 7 名で あ っ た 。

　 2 ．特別な配慮 を要する子 どもの在籍状況

　気 になる子 ど もが 1名以上在籍する と回答 し

た保育所 は、 公立 で は 65箇所 （95，59％）、 私立

で は 57箇所 （91．94％）で あ っ た 。 障害児が 1 名

以 上 在籍する と回答 した保育所は、公立で は 53

箇所 （77．94％）、 私立 で は 30箇所 （4839％）で

あ っ た （Table　1）。 気 に なる子 ど もと障害児が

どち ら も在籍して い る と回答 したの は 、 公立 が

51箇所 、 私立 が 29箇所、一
方、どち らもい な

い と回答 したの は 、 公立 が 1 箇所、私立が 4 箇

所あ っ た 。

　Table　2に、気 になる子 どもと障害児の 人数及

び在籍率を示 した 。 公立におい て は、気に なる

子 ど もの 在籍人数及び在籍率は 319名 （5．72％ ）、

障害児の 在籍人数及 び在籍率は 124名 （2，23％ ）

で あ っ た 。 私立 にお い て は、気に なる子 どもの

在籍 人数及び在籍率 は 234名 （3．63％）、障害児
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Table・1 特別な配慮を要す る 子 ど もが在籍 す る 保

　　 　 　 育所数

在籍あ り　在籍 な し

公 立 （rv」68）気に なる子 　 65
（95，59）

　 3

（4，41）
障害児 　 53　 　 　 　 15

（77．94＞　　　（22．06）
私立 （N ＝62）気 に なる 子 　 57

（9194）
　 5

（8．06）
障害児 　 30　 　　 　 32

（48．39）　　　（5L61）

（N ）は有効回答数 ，（〉内に割合 （％ ）を示す

の 在籍人数及び在籍率は 44名 （0．68％）で あ っ

た 。 年齢別の 在籍率 を比較す る と、公立にお い

て は、気 に なる子 どもは 3歳児 （7．55％ ）が 最

も多く、障害児は 5 歳児 （3．78％）が最 も多か っ

た 。 私立 にお い て は、気になる子 ど もは 4 歳児

（5．43％ ）が 最も多 く、障害児は 4 歳児 （1．10％）

が 最も多か っ た。

　 3 ．特別な配慮 を要す る子 どもへ の 支援 に関

　　する会議

　自由記述形式で 回答を求め たため、回答が 得

られ な か っ た項 目が あ っ た 。 その ため 、 それぞ

れ の 項 目につ い て 有効回答数に 偏 りが ある 。

　特別 な配慮を要する子 ど もへ の 支援 に 関す る

会議 は 、 公 立 で は 67 箇所中 63箇所 （94．0％ ）、

私立で は 60箇所 中 51箇所 （85．0％）で 実施 され

て い た 。

　実施形態に 関 して は Table　3 に示 した 。 公立

で は 、 定期的に実施 して い る （「定期 的な実施」

また は 「定期的 な実施 と不定期の 実施」）の が

31箇所 （50．8％）、不定 期 に実施 して い る の が

30箇所 （49，2％）で あ っ た 。 私立 で は 、 定期的

に 実施 して い る （「定期的 な実施」 また は 「定

期 的 な 実 施 と不 定期 の 実 施 」）の が 31箇所

（62．0％ ）、不定期 に 実施 して い る の が 19箇所

（38．0％）で あっ た 。

　実 施の 頻度 に 関 して は Table 　4 に 示 した 。 公

立で は、月に 1 回 の 実施が 最 も多 く18箇所で

あ っ た。私立 にお い て も、月 に 1 回の 実施が 最

も多 く、 21箇所で あ っ た 。

　支援会議 の 時 間に 関 して はTable　5に示 した 。

公立 で は 30〜 60分が 10箇所、私立で は 30〜 60

分が 12箇所で 最 も多か っ た 。

　4．特別 な配慮 を要する子 どもへ の 支援に関

　　 する研修

　Table　6 に所 内及 び所外 で の 研 修 の 実施の 有

無 、 Table　7 とTable　8に実施の 回数に つ い て示

した 、 自由記述 形式で 回答 を求め た ため 、 回答

が得 られ なか っ た項 目が あ っ た。そ の た め、そ

Table　2　保育所に在籍する特別 な 配慮を 要す る 子 ど もの 人数 と在籍率

ク ラス 　　0 歳児 　 1歳 児 　2 歳 児 　3 歳 児 　4 歳 児 　5 歳 児　　計

公 立 （N＝63） 在籍 児 312　 　 733952 　　　　1139　　　　1167　　　　1270　　　　5573
気 に な る 子 　 2　　　　　19　　　　　61　　　　　86　　　　　77　　　　　74　　　　319

（0．64）　　　（2．59）　　　（6．41）　　　（7，55）　　　（6．60）　　　（5．83）　　　（5．72）
障害 児

私 立 （N−56） 在籍 児

　 O　 　 　 lO

（0，00）　　　（1．36）
555　 　　 961

　 ll

（1．16）
1097

　 23

（2．02）
1305

　 32　 　 　 48　 　 　 124

（2．74）　　　（3，78＞　　　（2，23）
1271　　　　1260　　　　6449

気 にな る子 　 6　　　　　19　　　　　35　　　　　54　　　　　69　　　　　51　　　　234

（1，08）　　（1．98）　　（3，19）　　 〔4，14）　　（5．43）　　（4．05）　　（3．63）
障害児 　 0 　3 　6 10 14 11 44

（0．00）　　　（0，31）　　　（0．55）　　　（0．77＞　　　（1．10）　　　（0．87）　　　（0．68）
合 計 （N−119）在籍児数 867　　　　1694　　　　2049　　　　2444　　　　2438　　　　2530　　　12022

気 にな る子 　 8　　　　　38　　　　　96　　　　 140　　　　 146　　　　 125　　　　553
（0．92）　　　（2．24）　　　（4．69）　　　（5，73）　　　（5．99）　　　（4．94）　　　（4．60）

障 害 児 　 O　　　　　l3　　　　　17　　　　　33　　　　　46　　　　　59　　　　　168

（0．00）　　　（0．77）　　　（O．83）　　　（1．35）　　　（1，89＞　　　（2．33）　　　（1，40）

（N ）は 有効 回答数 ，O 内に 割合（％ ）を示 す
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Table　3　特別 な配慮 を要す る子 ど もへ の 支援に関する会議の 実施形態

定期的 な 実施
定期 的 な実施 と

不 定 期 の 実 施
不定期の実施

公立 （N＝61）
私立 （N＝50）

ア

O12

4111 00

／

31

（ノv）は有効回 答数

Table　4 特別 な配慮 を要す る子 ど もへ の 支援 に関する会議の 実施頻度 （複数回答あ り）

毎 日一週 1　月2〜3 　 月1　 年4〜6 　年1〜3

公 立 （N＝31）

私立 （N＝31）

ρ
00　

1

83 81ー

ワ臼

29

召

Ol

（N ）は 有効 回答数

Table　5 特別な配慮を要する 子 どもへ の 支援に 関する会議 の 時間 （複数回答あ り）

30分以 内　30〜60分　60〜90分　90〜120分　120分以 上

公 立 （N＝17）

私立 （N≡16）

ρ

0

ユ

0
り臼

ユ

ー

12 01 01

（N ）は 有効回答数

Tabte　6 特別 な配慮を要する子ど もへ の 支援 に 関

する研修の 実施 の 有無

Table 　8　特別 な 配 慮 を要す る 子 ど もへ の 支援に 関

　　　　 す る研修 の 実施回数に 関する 回答数 （上

　　　　 位 3 項 目）

ある ない

公立 （N −68）所内研修 29 39 実施 回 数　 回答数

所外研修 64 4 公 立　 所内研修 （N ＝24）

私立 （N ＝62＞所内研修 28 34

所外研修 57 5

2回

3回
12回

464

（N ）は有効 回 答数 所外研修 （1V−55） 回

回

回

ー

ワ白

5

21511

Table　7　特別な配慮を要 す る子 ど もへ の 支援に 関

　　　　 す る研修 の 平均実施回数

研 修 平均　　回答範囲

私立 　 所 内研 修 （N−25） 回

回

回

12

り

0

OFD31

所外研修 （1）」 54） 回

回

回

12

尸
D

97

ρ
0

1

公立　 所内研修 （N＝24） 4．7　　 1− 12 （N ）は有効回答数

所外研修 （N＝55） 3．2　 　 1〜10

私立 　 所内研修 （N＝25） 3，3　 　 1〜12

所外研修 （N＝54） 2．8　　 1〜12

（N ）は有効回答数
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れそれの 項 目に つ い て 有効 回答数 に 偏 りが あ

る 。

　所内で の 研修に 関 して は、公立 で は 29箇所

（42．6％）、 私 立で は 28箇 所 （45．2％）で 実施 さ

れ て い た 。 1年 間で 実施 さ れ る 所内研 修の 平均

回数 は公立で 4．7回、私立 で 3．3回で あ っ た 。 1

年間で の 実施回 数に つ い て 、公立 で は、3 回 と

い う回答が
一

番多 く6箇所あ っ た 。 次に 2 回、

12 回と回答 した の がそれぞれ 4 箇所 あ っ た 。 私

立 で は 、 回答 の 多 い 順 に 、 1 回 と い う回答 が 10

箇所 、 2 回が 5箇所 、 3 回が 3箇所で あっ た 。

　所 外で の 研 修 に 関 して は、公立で は 64箇所

（94．1％ ）、私 立で は 57箇所 （91．9％ ）で 参加 し

て い る と回答 され た 。 1年 間に おける所外 で の

研修の 平均参加 回数は 、 公立で 3．2回、私立で 2．8

回で あ っ た 。 実施 回数に つ い て、公立で は 1 回

と い う回答が
一

番多 く、12箇所 あ っ た。次 い

で 2 回が 11箇所、5 回が 5 箇所あ っ た。私立保

育園で は 、 回答の 多 い 順 に 、 1 回 と い う回答が

19箇所、2 回 が 7 箇所 、 5 回が 6箇所で あ っ た 。

　なお 、 所 内研修の 実施や所外で の 研修へ の参

加の い ずれ も機会が ない と回答した公 立保育所

が 3箇所 （4．4％）、私立保育園が 3 箇所 （4．8％）

あ っ た 。

　 5．特別な配慮を要する子 どもへ の支援 に関

　　 する巡 回相談

　自由記述 形式で 回答 を求め た た め 、回答が得

られ なか っ た項 目が あ っ た 。 その ため 、それ そ

れ ぞれの 項 目に つ い て 有効 回答 数 に偏 りが あ

る 。

　巡回相談は 、 公立 で 67箇所中 61箇所 （91．0％）、

私立 で 61箇所 中 37箇所 （60．0％）に お い て 実施

されて い た。

　巡 回相談の 実施形態 に 関 して は Tablc　9に示

した 。 頻度に つ い て は、定期的に 機会が あ る

（「定期的な実施」 または 「定期 的な実施 と不定

期 の 実施」）の は、公立の 45箇所 （97。8％）、私

立 の 24箇所 （88．9％）で あ っ た 。

　実施頻度に 関 し て は Table　lO に 示 した 。 公立

で は、年 1〜 3 回 が 25箇 所 （55，6％）、年 4 〜

11回が 8箇所 （17．8％ ）、 年 12回以 上 が 12箇所

（26．7％）で あ っ た 。 私立 におい て は 、 年 1 〜 3

回 が 17箇 所 （65．4 ％）、 年 4 〜 11回 が 7箇 所

（26．9％）、年 12回以 上 が 2 箇所 （8．O％ ）で あ っ

た 。

　巡回相談を担当す る相談員の 職種に関 して は

Table　l　1に示 した。公立 では 、行政職員が 20 箇

所 、 保 健師が 15箇所 、 心理職 が 11箇所 、 福祉

施設職 員が ll箇所 、 特 別支援学 校教員が 6 箇

所 、 発達 ・
療育セ ン タ

ー
職員が 5 箇所 、 大学教

員が 5 箇所 とい う順 に多か っ た 。そ の 他に つ い

て は 、 小学校教員、医師 、 言語聴覚士 、 作業療

法士、児童相談所職員 、 民 間などが挙げ られ て

い た。私立 で は 、 行政職 員が 17箇 所 、 保健 師

Table　9 特別な配慮を要する子 どもへ の 支援 に関す る巡回相談の 実施形態

定期的な 実施
定 期 的 な実 施 と
　 　 　 　 　 　 不定期の 実施
不 定期の 実施

公立 （N −46）
私 立 （N←27）

8332 71 13

（N）は 有効回答 数

Table　10 　特別な配慮を要する子 どもへ の 支援に関する巡回相談の実施頻度

1〜3回　 4〜11回 　12回 以 上

公 立 （N・・45）

私立 （N＝26）

5721 Ω
07 221

（M は 有効回答数
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が 15箇所 、 心理職が 12箇所 、 発達・療育セ ン ター

職員が 5箇所、福祉施設職員が 1箇所 、 特別支

援学校教員が 1箇所 、 大学教員が 1 箇所 とい う

順 に多か っ た 。

　 6 ．特別な配慮 を要する幼 児へ の 支援 に関す

　　る他機 関との連携

　他機 関 との 連携 の 有無に つ い て は、連携が あ

る と回 答した の は 、 公立で は 66箇所 中 54箇所

（81．8％）、私 立 で は 62箇所 中 41箇所 （66．1％）

であ っ た 。

　 7 ．気になる子 ども と障害児 へ の支援の 実施

　　の比較

　気になる子 ど もと障害児が どち らも在籍する

保育所にお い て 、気にな る子どもと障害児へ の

支援の 実施 につ い て 比較検討す るた め に、各質

問項目へ の 回 答の 平均値問に差が あ る か 対応の

ある t検定 を行 っ た （Table　12）。

　公 立 で は、10項 目全 て で 障害児 へ の 支援 の

平均値が高 く、 うち 8 項 目にお い て 、平均値が

有意 に高か っ た 。 1％水 準で 有意差が見 られ た

の は 「担任に よる対象の 子 どもの 特性 に合わせ

た特別 な配慮や 工 夫」、「加配保 育者 （正式）の

配置」、 「職場内で 話 し合い 対応策を協議す る」

な ど計 7 項 目で あ っ た 。 「医師 ・保健師 ・心理

士 な どの専門家 ・専 門機関 との 連携」は 5％水

準で 有意差が 見 られ た 。 私立で は 、 10項 目中 9

Table 　11 特別な配慮 を要す る 子 ど もへ の 支援に 関する 巡 回 相談 を担当す る巡回相談員 の 職種

（複数回答あ り）

心理職　　保健師
発達 ・療 育 福 祉 施設

セ ン ター職 員　 職 員
行政職員
　 　　 　　 教員

養護学校
大 学教員　 その 他

公 立 （N＝51）

私 立 （N −35）

ー

ワ】

11 5511
「
D5 111 0721 だ

U

−

匚

Jl
0071

（M は 有 効 回 答数

Table　12　気 になる子 どもと障害児へ の 支援 の 実施状況の比較 （平均値）

公立 （N＝51） 私 立　（N＝29）

支援の 内容 気 にな る子 　 障害児 　 ’

−3，74　 艸

4 ＝45
−5．74　＊ ＊

げ
一44

−3．90　 艸

4 ；45
−2．98　 ＊ ＊

げ
＝43

−2、17　 零

げ一40
−5．77　 艸

4 ＝45
−5、61　 艸

4 ≡44
−4、24　 林

げ
＝41

−0、864
＝43

−0、624
＝43

気 になる子 　 障害児

担任に よる対 象の 子 どもの 特性に合 わせ た特別 な配 慮や工 夫

加配保育者（正式 ）の 配置

職場 内で話 し合い 対応 策を協議す る

所の 全職 員で 配慮す る所 内体制 をと る

医師
・
保健 師

・
心理 士 な どの 専 門家 ・専 門機関 との 連携

保 護者 との 話 し合 い 、保護者 へ の 指導 ・支 援

個別 の 保 育（指導〕計 画 を作成 し て支援 する

通 級指導 等、他 の 施設で 個 別的な 支 援 をお こ な う

自治体な どが お こ な っ て い る巡 回相 談 を活用す る

研 修会 な どに 参加 し対応 方法 を学ぷ

櫞

黻

黼

樵

轟

温

謡

綿

温

黼

冊

潴

58
朋

黔

加

34
創

許

器

嚇

瀦

”

朋

跖

朋

”

仭

39
瀦

a
 

a
ω

a
 

a
 

3

 

a
 

a

ω

3。
 

3，
q3
，

 

認

創

50

∬

お

器

84
佛

52
加

85
器

04

麗

瓰

価

E

器

σ8

忽

3。
 

21q3

。
 

2。
 

2
（

2。
 

a

 

aqaq3

 

菊

価

92
胴

解

氾

08
阻

96

諷

3

 

Zq3

 

欲

OD

幺

q1553

　°
3
ω

04

膿

72

π

42

器

Z

ω

Zq20286

　　
　　

3
ω

　 r

−0．434
＝25

−L554
＝25

−Q．574
＝25

−2．75　 零

げ
＝24

−2，29　 ＊

げ＝24
−2．90　 艸

げ
＝250

．00
げ昌25
−3、00　 綿

げ
≡24

−1．90　 †

Of＝25
−0，37
げ＝25

〈1＞）は 有効 回答数 　　（ 1内 は標 準偏差 　　†p 〈 、10．＊p く．D5，榊ρ〈 ．Ol
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項 目で 障害児へ の 支援の 平均値が 高 く、うち 5

項 目にお い て 、 平均値が有意 に高か っ た 。 1％

水準で 有意差 が見 られ た の は、「保護者 と の 話

し合 い 、保護者 へ の 指導 ・支援」「通級指導等、

他 の 施設で個別的な支援 をお こ な う」の 2 項 目

で あ っ た 。 5 ％ 水準で 有意差が 見 られた の は 、

「所 の 全職 員で 配慮す る所 内体 制 を とる 」「医

師 ・保健師 ・心理士な どの 専門家 ・専門機関 と

の 連携」の 2項 目で あ っ た 。 「自治体 な どがお

こ な っ て い る巡 回相談を活用する 」 は有意傾向

で あ っ た。

N ．考察

　本研究で は、今後保育所にお い て 求め られ る

特別 な配慮 を要する子 ど もへ の 支援の 課題に つ

い て検討す る こ とを 目的に、保育所 に在籍する

特別な配慮 を要する子 ど もとその 支援 の実態 に

つ い て、障害の 診断の 有無別に調査 を行 っ た 。

　その 結 果 、 気 に なる子 どもは公 立 私立 共 に 、

9 割以上 の 保育所に在籍し て い る こ とが明 らか

となっ た。一
方、障害児が在籍して い る保育所

は 、 公立 の 77．9％ 、私 立 の 48．4％で あ り、障害

児が 在籍 し て い る私立保育園は半数以 下 で あ っ

た 。 保育所 における障害児の 在籍状況 を調査 し

た先行研究 （平澤 ら，
2005；笹森ら ， 2010；山本 ・

神 田，2007）で は、概 ね 70〜90％前後の 保育所

に、特別な配慮を要する子 ど もが在籍 して い る

こ とが 示 されて い る 。 先行研究の 多 くは （例 え

ば、笹森 ら，2010 ；山本 ・
神田 ， 2007＞、特別 な

配慮を要す る子 どもの在籍率を、障害の 診断の

有無別に 、 また 運営主体別 （公 立 私立別 ）に 調

査 して い ない ため 、本研 究 と先行研究の 数値の

比較に は慎重 を要するが 、本研究の 気に なる子

どもの 在籍率 と公 立 保 育所 の 障 害児の 在籍 率

は、概 ね平澤 ら （2005）、 笹森 ら （2010）、山本・

神田 （2007）の 結果に類似 して い た 。 しか し、

私立保育園 における障害児の 在籍率が 48．4％ と

い う本研究の結果 につ い て は 、 先行研究 の 結果

よ りも低 い 値で あ っ た 。 全 国保育協議会 が行 っ

た平成 18年度の 調 査 （全 国保 育協 議会 ， 2008）

に よ れ ば、障害児保育 の 実施状況の 全国平均は 、

75％程度の 公立保 育所で 実施 され て い た
一

方、

私立保育園で は 60％ 程度 しか 実施 されて い な

か っ た こ とが 示 されて い る 。 本研 究 にお い て 、

私立保育園 の 障害児の 在籍率が低 か っ た こ と

は、A 県 の 地域特性 を反映 した結果 なの か 、そ

れ とも本研究 における私立保育園の 回収率の 低

さか ら生 じた もの か は明確 で は ない もの の 、公

立 に比較 して 私立 にお い て 障害児の 在籍率が低

い とい う傾向が示され た と言え るだ ろ う。 今後

の 調査研究に お い て は 、 特 別な配慮 を要する子

どもの 在籍状況を、障害の 診断の 有無別に、そ

して運営主体別 に調査 し、それぞれ の 研究結果

の 比較検討を行 うこ とが望 まれ る 。

　気 に な る 子 ど も の 在 籍 率 は 4．6％ （公 立

5．72％ 、 私立 3．63％）で あ っ た 。 障害児の 在籍

率は 1．4％ （公立 2．23％、私立 0．68％ ）で あ っ た 。

い ずれ も私立 に 比 べ て 公立 の 在籍率の 方が 高

か っ た 。 平澤 ら （2005）の 調査で は、「診断な し」

の 子 どもが 3．3％ 、「診断あ り」 の 子 どもが Ll％

と報告 され て い るが 、 その 値 よりも本研究の 結

果 はやや高い 値で あ っ た 。

　年齢別の 在籍率で は、気 に なる子 どもに つ い

て は 3〜 4歳児で最 も高 く、その 後や や低 い 値

とな っ て い る傾向が 見られた 。 障害児 につ い て

は 、 年齢が上 が る に つ れ て 在籍率が高 くな る傾

向が見 られ た 。 こ の 背景に は、気 に なる と思 わ

れ て い た 子 ど もが 、 発達経過 の 中で、障害 と診

断され る可能性 が考 えられる。 こ の こ とに つ い

て は 、 縦 断的 な研究に よる詳細 な検討 が必要で

ある 。

　本調査及 び先行研究の 結果か ら、 保育所に お

い て は、障害の 診断の ある 子 ど もよ りも、 診断

の ない 気に な る子 どもの 方が多 い こ とが 示され

た 。 こ の こ とか ら診断の ない 気 に なる子どもも

含めた支援が必要 と い える 。 また、こ の 結果か

ら、 保育者が比較的早 い 時期か ら 「気 になる子

ども」を把握 して い る可能性が考 えられ る 。 こ

の こ とか ら、障害の 診断が確定 して い な い 「気

に なる 」とい う段 階か らの 支援 （厚 生労働 省 ，

2008b）の 充実が求 め られる 。

　特別な配慮 を要する子 どもの 支援 に 関して話
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保育所 にお け る 特別な配慮 を要する 子 ど もに 対 す る 支援 の 実態 と課 題

し合 う会 議は、公立の 94．0％、私立の 85．0％ に

お い て実施 され て い た 。 定期的に実施 して い る

の は公立で 約 5割 、 私立 で約 6 割であ り、そ の

8 〜 9割が 1時間以内で 、 月 1回以上の 実施で

あ っ た 。 そ して 、 公立 保育所にお い て は 、 特別

な配慮を要する子 どもへ の 支援に つ い て話 し合

うの は 、 気 にな る子 どもへ の 支援に関 して よ り

も、障害児へ の 支援 に関 して の 方が 、 実施され

る傾 向が高い こ とが 示唆され た （Table　l2 「職

場内で話 し合 い 対応策 を協議す る」）。 平澤 ら

（2005）の 調査 にお い て も、 所 内の 会議 は 、 障

害の 診断がある子 ど もに対 して 実施される こ と

の 方が多い こ とが 示され て い る。Table　12の 「所

の 全職員で配慮す る所 内体制 を とる」に つ い て 、

障害児へ の 支援の 実施率の 方が高い 結果 とな っ

た 。 これ は 、 障害児へ の 支援 として加配保育者

が 配置され る傾 向が高 く （Table　l2の 「加配 保

育者 （正 式）の 配置」）、全員 で 協議し配慮 して

支援にあた る 必要性が 高い ため と考え られ る 。

　特別 な配慮 を要する子 ど もへ の 支援に 関す る

研修 に つ い て は 、 気に な る子 どもと障害児に対

する違 い は見 られなか っ た （Table　12）。 所 内で

の 研修は約 4割の保育所で しか実施され て い な

か っ たが 、 所外で の 研修へ の 参加は 9 割以上 の

保育所で 実施 され て い た。保育所 にお い て は 、

子 どもの 在所時 間が長 く、 そ の 時間は保育者 の

1 日の 労働時間よ りも長 くな っ て い るた め 、 職

員は ロ ーテ
ー

シ ョ ン の勤務体制 を組 まな くて は

な らな い
。 そ の ため 、所内で 研修を実施する た

め に 複数の 職員が同 じ時 間に集 ま り、一
定の 時

間を確保す る の は難 し い 可能性が ある 。 また 、

所内で研修 を実施の 難 しさ には、研修の 内容 の

企画、教材等の 準備 、 講師の 確保、研修に要す

る費用 な ど （加 治佐 ・岡田 ， 2010）も影響 し て

い る と思 われ る 。 所内研修の 実施の 平均回数 は、

公立 の 保育所で 4．7 回、私立 で 3．3回で あ っ た 。

所外研修の 平均回数は、公立で 3．2 回 、 私立 で 2．8

回で あ っ た 。 所内研修を実施して い る保育所 は 、

所外 で の 研修 に参加す る保育所 よ りも少 な い

が 、研修の 平均実施回数は所外で の 研修 よ りも

多か っ た 。 こ の こ とか ら、所内研 修 の 実施が 難

しい 保育所で は、所外で の研修 に参加す るこ と

で研修 を積み重ねて い る こ とが 示唆され る。 研

修 の取 り組み に関 して は保育所 問で の 差が大 き

く、

一
部の 保育所を除い て ほ と ん ど の 保育所で

は研修の 実施が 十分で は ない 。 先行研究に お い

て 、特別 な配慮を要する子どもへ の支援に 関す

る研修の 重要性 や必 要性が 多 く指摘 され て い る

が （加治佐
・岡田 ， 2010；園山 ・由岐中， 2000；

山本 ・神田 ， 2007）、実施回 数を単に増 や す こ

とは保育者 へ の 負担 を増や すこ とに繋が るおそ

れ もあ り、また現実的で は な い 。研修 ニ
ーズや

勤務形態 な どの 課題 も考慮 に入れ 、また効果性

や効率性の高 い 研修の 在 り方を検討す る必要が

ある 。 今後 、 研修に積極的に取 り組 んで い る保

育所を対象に 、 研修の 実施の 工 夫などに関す る

調査を行 い 、保育所 における研修の 在 り方を検

討 した い 。

　特別 な配慮を要する子 どもへ の巡回相談に 関

して は、公立保育所の 9割以上 で実施 され て お

り、気 になる子 ど もと障害児へ の 支援に違 い は

見 られ なか っ た （Table　l2）。

一
方、私立保育所

は 6 割程度の 実施で あ り、また 、気になる子 ど

もに対 して よ りも障害児に対 して の 方が実施さ

れ る傾 向が 見 られ た （Table　12）。 巡 回相談 は、

8 〜 9割以上の 保育所で 定期的に実施 されて い

たが、約 5 〜 6 割の 保育所で 1 年間に 1〜 3 回

程度の 実施で あ っ た 。 園山 ・由岐中 （2000）は、

巡回相談に よる専 門家 を交えた ケ
ー

ス カ ン フ ァ

レ ン ス や コ ン サ ル テ
ーシ ョ ン が 少な くと も 1〜

2 か月に 1 度は必要で ある と指摘 して い る 。 そ

れ に照 らし合 わせ る と、半数以 上の 保育所が十

分な実施機会がな い と言 える 。 巡回相談の 担当

者は 、 本調査 の 結果よ り行政職員 と保健師が 多

い こ とが示 され た 。 こ の こ とか ら、巡 回相談が

自治体 の 制度や事業に よ り行 われて い るこ とが

考え られ 、 年間の 実施回数な どが 限 られて い る

こ とが示唆 される 。 そ の た め、保育者の ニ ーズ

に応 じて 回 数 を増や すこ とは難 しい と思 われ

る。以上 の こ とか ら、限 られた 回数の中で よ り

効果的な巡 回相談の 在 り方 を検討する こ とが 必

要で ある。巡 回相談にお ける 回数制限の 問題 を
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考慮に入 れ た取 り組み として、野澤 （2005）は 、

巡回相談に お い て 、 手引 き書 や支援 ツール を用

い た実践 を行 い
、 その 効果 を実証 して い る 。 ま

た、巡回相談に 研修会 を組み合 わ せ た実践も行

われて きて い る （青木 ， 2006 ；佐藤 ， 2005）。し

か しなが ら、こ の よ うな取 り組みの 効果 は まだ

十分 に検証 され て お らず 、 更なる効 果検証の 研

究が必要で ある 。

　特別な配慮 を要する子 ど もへ の 支援 に関す る

他 機 関 との 連 携 に つ い て は 、 公 立 保 育 所 の

78．3％ 、私立保育所の 66．1％が 連携 して い た 。

そ して 、気になる子 ど もへ の 支援 に関 して よ り

も、 障害児 へ の支援に 関して よ く実施 され て い

た （Table　12の 「医師 ・保健 師 ・心理士 な どの

専門家 ・専 門機関 と の 連携」）。 Table　l2に示 し

た 「通級指導等 、 他 の 施設で個別的な支援をお

こ なう」 に関 して も、障害の ある子 ど もへ の 実

施の 方が気になる子 ど もへ の 実施 よ りも高い こ

とか ら 、 障害の 診断の ある子 ど もが他の 機関で

の支援 を受 けやすい
一

方で 、 診断の ない 気に な

る子 どもは 、 他 の 機関で の 支援 に つ なが りに く

い 状況が考え られ る 。 特別 な配慮を要する子 ど

もへ の 支援 は 、 保育所 だけで行なうの で は な く、

多 くの 機関 と連携す る こ とが重要で あ る （厚生

労働省 ， 2008a）。 障害 の 診断の ある子 どもだ け

で な く、 気 に なる 子 ど もへ の 支援 も含め て 保育

所 と他の 機 関との 連携を強化 して い くこ とが望

まれ る。本研究で は 、 連携の 有無 しか示すこ と

がで きなか っ た ため 、今後特別 な配慮 を要する

子 ど もへ の 支援 に関す る具体的な連携の 状況 に

関 して 、 ど の ような機関と、どの 程度の 頻度で 、

どの 程度の 時間で実施 され て い るかな どを調査

する 必要が ある 。

　その他の 、気に なる子 ど もと障害児 へ の 支援

の 実施を比 較 （Table　12） した と こ ろ、「保護者

との 話 し合 い 」 に つ い て は 、 公立私立共に、障

害児へ の 支援 として の 方が、気になる子 ど もへ

の 支援 と して よりもよ く実施 され て い た 。「個

別の 保育 （指導）計画を作成 し て 支援す る」 に

つ い て は、公立 保育所 に おい て 、障害児へ の 支

援 と して高 く実施 されて い た 。 私立保育所にお

い て は 、 気に なる子 ど もに対 して も障害児 に対

して も低 い 実施率で あ っ た 。 こ の こ とか ら 、 私

立保育所に お い て 、個別 の保育 （指導）計画の

必要性が、十分 に認識され て い ない 可能性 があ

る。

　
一

方で 、「担任 に よる対象の 子 どもの 特性に

合 わせ た特別 な配慮や 工 夫」は、公立 私立共 に 、

そ して気になる子 どもへ の 支援 として も障害児

へ の 支援 と して も、 他 の 支援の項 目よ りも高く

実施 されて い た 。 特別な配慮を要する子 どもへ

の 支援 と して 、 担任 の かかわ りが必要不可欠で

ある こ とか ら考えれ ば 当然の 結果で あるが 、障

害児に対 して だけで な く、気に なる子 どもに対

して も、担任の 支援だ けで な く、 全所体制で の

支援の 充実が必要で ある。

　本研究 で は 、 保育所に お け る支援の 実態 （現

状）を明 らか に した が 、その現状 に 関する保育

者の 認識 、
つ ま り、支援 の 効果や 満足 度に つ い

て は明 らか に して い ない 。今後、保育現場 で の

支援 の 実態 に加えて 、 保育者 の 支援 に 関す る

ニ ー
ズ や 、 それぞれの 支援の効果や満足度 （平

澤 ら、 2005；真鍋 ， 2010；野 澤， 2005）に 関す

る 調査が 必要である。 保育現場で 実施 されて い

る 実際 の 支援 の 効果や 、支援に 対する 保育者の

ニ ーズや 満足 度を調査 して い くこ と で 、保育所

にお ける、有効性と妥当性 の 高 い 、 特別な配慮

を要す る子 ど もへ の 支援 の あ り方 を検討 した

い o
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        Current Issues of  Special Support for YOung  Children with

             Special Educational  Needs  in Nursery  Schoel

-  Comparison of  the Support by  the Existence of  Diagnosis ofDisabilities  
-

Hideyuki  HARAGUCHI,  Fumiyuki NORO  and  Tlsutomu KAMIYAMA

 We  conducted  a  survey  on  nursery  scheols  about  the enrollment  and  current  support  situation  of

children  with  special educational  needs,  In addition,  we  compared  the enrollment  and  support  of

children  with  disabilities and  
`[children

 of  concem"  without  adequate  diagnosis. The results  were  as

fo11ows: (1) 
"Children

 of  concern"  were  enrolled  in more  than 90%  of  the nursery  scheols;  (2)
Children with  disabilities were  enrolled  in 77.9%  public nursery  schools  and  48.4%  private nursery

schools;  (3) 
"There

 was  an  appearance  rate of  4.6 and  1.4% fbr "Children

 of concern"  and  children

with  disabilities, respectively;  (4) In order  to support  the children  with  special educational  needs,

consultation,  in-service training ofnursery  school  teachers  and  cooperation  with  special  institutes were

conducted  in many  nursery  sehools,  but the numbers  were  insuencient; (5) Although  the  nursery  school

teachers recognized  
"children

 of  concern"  from early  stages,  the support  provided to these  children

was  less compared  to those provided to the  children  with  disabilities. We  stressed  on  the increase in the

support  system  to include "children

 of  concern".  We  also  stressed  on  the need  to provide support  as

soon  as the nursery  school  teachers recognizes  these 
"children

 of  concern",

Key words:  nursery  school, children  with  disabilities, children ofconcern,  questionnaire survey
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